
1 

 

 
  

 

 

もくじ 

京都府議会 2022年９月定例会 

西山のぶひで議員の議案討論    ・・・・・ １ 

議案採択結果           ・・・・・ ４ 

９月定例会を終えて 談話     ・・・・・ ５ 

 

●京都府議会2022年９月定例会で、日本共産党の西山のぶひで議員が行なった議案討論の大要を紹介し

ます。 

 

西山のぶひで議員（日本共産党・京都市伏見区）  2022年 11月２日 
日本共産党京都府会議員団の西山のぶひでです。会派を代表して、16 号議案「令和３年度京都府一般

会計及び特別会計歳入歳出決算を認定に付する件」、18号議案「令和３年度京都府水道事業会計決算を認

定に付する件」の２件に反対し、他の議案に賛成の立場から討論します。 

 

まず、令和３年度京都府一般会計及び特別会計決算についてです。令和３年度は、コロナ感染が第４波

から５波、６波と流行のたびにいっそう拡大し、医療体制のよりいっそうの拡充、とりわけ今年度のコロ

ナ７波などのような今後の感染拡大に備えるための施策が求められた年でした。経済的には感染拡大を

防ぐための緊急事態宣言措置の実施に加え物価高騰が始まり、これまでより踏み込んだ支援が求められ

ました。 

 

反対理由の第一は、昨年度からの物価高騰に加え、異常な円安がさらに物価をおしあげ、府民の暮ら

し、中小事業者の経営を深刻に圧迫しているもと、消費税減税の願いや運転資金・固定費等への直接支援

など必要な支援にこたえていないためです。ゼロゼロ融資の利用が４万 7000件にのぼるもと、多くの中

小事業者は融資の返済開始に戦々恐々とされています。海外をはじめ新規の販路開拓できる企業ばかり

ではなく、府民の暮らしを支える小規模事業者も支援するためには、いよいよ直接支援が求められていま

す。ところが本府は「固定費支援など事業継続や雇用維持のベースとなる支援は国が担う」と背を向けて

おり、問題です。そこにインボイス制度が始まろうとしています。総括質疑で知事はインボイス制度につ

いて「制度の円滑な導入に向けて十分な周知や広報等の必要な支援を行うよう国に求めてまいりたい」と

他人事のように答弁されましたが、書面審査では理事者は府内への影響について「不安の声が上がってい

る」とのべられていました。この不安に本府としてこたえ、インボイス制度の中止と消費税減税こそ国に

求めるべきです。 

農業分野でもコロナ禍に気候危機、物価高騰が農家をおそい、離農される農家が加速するおそれがあ

ります。歴代自民党の農政は、農業・農村保護に背を向け、農産物輸入自由化、所得補償・価格保障の廃

止など進めてきました。結果、2020年センサスにおいて府内の農業経営者は 14181、５年前より 3835の

減少、耕作面積は 18440ha、1212haの減少となっています。国に家族農業への支援を中心に所得補償・価

格保障の復活・充実を求めると同時に、本府として緊急に肥料高騰対策、米価下落対策を実施することが

必要です。米価下落対策としては、昨年度にわが会派から支援を求めたもとで、府として多様な農業事業

者の取引拡大への支援が実施され、府下 12市町での独自支援にもつながりました。そこで物価高騰が続

く今年度も継続した支援が必要ですが、「安定取引が重要」と述べるのみです。依然として米価は下がっ

ており、継続した支援を求めるものです。 

第二は、コロナ感染対応の医療体制について「原則入院できていない事態」を多数生んだことを改善せ

ず、医療・公衆衛生体制の抜本的な強化に取り組んでいないためです。知事は代表質問でも総括質疑でも
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「入院が必要な患者は入院いただいている」と繰り返し答弁されていますが、高齢者施設では施設に留め

置かれたり、対応が遅れて死亡者が出るケースが急増しました。にもかかわらず、確保した臨時の病床に

ついて、ホテルを借り上げた施設療養では３施設が令和３年度で 15.8％の稼働率、今年度移転した入院

待機ステーションは第６波の最高時で１日わずか 11人の受け入れにとどまりました。これらの検証のた

めにも、６波及び７波での施設での死亡者数等、検証・総括に必要な現状把握が必要ですが、決算審議で

はそれすらまともにしていないことが明らかになりました。根本的には、平時から医療体制を充実するこ

とが必要です。政府はコロナ禍でも公立公的病院の廃止を打ち出しました。府内４病院は存続とのことで

すが、その間にも府内で急性期病床が 231 床も民間病院で削減されており、増床に向けた転換が必要で

す。また、岸田政権が「ウイズコロナ」として感染者の全数把握の見直し、発熱外来の受診対象者を狭め

るなど医療アクセスを狭めようとしていることは重大です。長時間労働が続く保健所職場での働き方を

改善し、感染防止を進めるためにも、引き続き体制を確保すること、また再編された保健所体制をもとに

戻すことを求めます。 

第三は、子育て世帯の支援に真に求められる子育て・教育費負担の軽減、安定した収入を得る雇用の確

保と賃上げに真剣に取り組んでいないためです。本府の合計特殊出生率は３年連続減少、京都市が２年連

続全国一人口減少する都市になっていますが、知事は低出生率について「特効薬はない」とおっしゃいま

した。子どもの医療費助成制度は、長年の拡充を求める府民の声と、わが会派も求め続けてきたもとで一

歩ずつ拡充が進んできました。しかし京都市が独自の上乗せを実施しないもとで、「職場が京都市内のま

までも、よそで子育てした方がいい」と子育て世代の方がおっしゃるように多くの転出を招いているので

はないでしょうか。府制度の拡充、とりわけすでに多くの自治体が実施している高校卒業までの無料化を

すみやかにはかるべきです。 

また府内市町村で中学校給食の実施計画や費用負担への支援が広がっていますが、促進のための支援

策に取り組んでいません。そればかりか府立高校生に新たに１人１台端末の負担をおしつけました。昨年

度、「負担が高すぎる」という保護者の声におされ、私も議会でただしてきたもとで一部助成制度を実施

されましたが、全国半数以上の府県は全額公費負担で実施されています。今後、物価高騰で端末のさらな

る負担増が予想されるだけに、今からでも全額公費負担へ切り替えるべきです。教育費負担において、最

大の負担となる大学の学費に軽減策が必要です。コロナ禍では、全国から集まった多くの学生が収入減少

し、食事にも困る事態を生みました。こうした実態を議会でも取り上げてきた中で、本府が食材・日用品

配布に対する補助制度を実施したことは重要な前進です。恒常的な制度として実施すること、また本府独

自の給付型奨学金の創設を求めます。 

第四は、府民の暮らしを支える施策を優先すべきときに、多額の財政負担が予想される大型開発の推

進を続けているためです。同時に、府民の声を軽視する府政運営が進んでいることも問題です。北陸新幹

線の延伸計画は多大な財政負担を沿線自治体におしつけ、ルートの８割以上が地下トンネルによる残土

処理や地下水枯渇などの環境破壊など、山積みの問題が明らかで反対が広がっています。南丹市美山では

田歌地区のみならず芦生区や「かやぶきの里保存会」などに反対が広がりアセスに必要な環境調査すらで

きない事態です。知事も調査等の手続が必要なことを認めているわけですから、中止するしかありませ

ん。 

北山エリア整備では昨年 11月に実施して以来、住民にも議会に対しても約束した住民説明会をいまだ

実施せず、周辺住民の一部へ一方的で短時間の説明のみとなっていることは重大です。そればかりか、そ

の不十分な説明をもって周辺学区と意見交換をしているかのような「ニュースレター」を発行し、一部の

意見をことさらに取り上げて計画に疑問を持つ府民を分断していることも問題です。「共同体育館の多機

能・多目的利用」と言ってアリーナ機能を持ち込もうとしています。文化スポーツ部の書面審査では、北

山エリア整備手法等検討業務においてスポーツイベント等 75日間も実施することが優先検討案とされて

いますが、実際の学生の使用状況をまったく顧みない案であることが明らかになりました。本来の学生体

育館として建て替えを急ぎ、エリア全体については計画をいったん白紙にもどし、住民参加で一から見直

すべきです。府立文芸会館の存続を求める署名が先日 6500筆を超えて本府に提出されました。無名塾の

仲代達矢さん、劇団民藝代表の奈良岡朋子さん、狂言師の茂山あきらさんなど著名な芸能関係者も賛同さ

れ「廃止ではなくリノベーションを」と訴えておられる通り貴重な府民共有の財産であり、存続させるべ

きです。また府内の老朽化した施設についても計画的な改修を求めるものです。 

また今議会において京都府総合計画の特別委員会が設置され審議されましたが、中間案に対するパブ

リックコメントの締切を前に策定委検討委員会で最終案が検討されました。府民の声を軽視した姿勢が

府政運営全体にあらわれており問題です。 
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第五は、まるで「国の出先機関」であるかのように公務の民間開放を国と一体に進め、自治体の役割を

ゆがめているためです。水道事業について、いよいよ今年度にも市町の浄水場など廃止し、経営統合する

広域化推進プランを決めようとしています。本府は「広域化ありきではない」と繰り返し答弁されます

が、市町村からも異論が上がっているにもかかわらず依然として広域化・事業統合の方向しか示さず議論

されており、問題です。消防広域化についても、京都市以南の消防指令センターを京都市消防学校に設置

しようとするなど具体的に進めていますが、住民にはまったく知らされていません。国がマイナンバーカ

ード促進のため健康保険証の紙廃止を打ち出したことは重大です。本来発行は任意のもので府もその立

場で推進しないよう求めます。岸田政権が原発新増設と既存原発の延長へ舵を切ったときに、本府は国の

姿勢について「依存度が変わらない」と黙認ではすまされません。はっきりと反対を表するべきです。よ

って反対です。 

 

次に令和３年度京都府水道事業会計決算については、過大な需要予測にもとづく建設負担水量を市町

におしつけ高い水道料金を生んでいることへの見直しをせず、さらに水道事業の維持に広域化への道の

みを示し続けているためです。よって反対です。 

 

次に 26号議案「令和４年度京都府一般会計補正予算案（第７号）」についてです。 

いずれも深刻な物価高騰の中で医療機関、社会福祉施設等、また伝統産業の産地組合等、農家等を支援

するもので、賛成するものですが、数点要望いたします。 

全額国の交付金ですが 96 億円余のうち、半分が全国からの旅行支援となっています。「旅行支援より

生活苦対策を」の声があがっており、非常事態ともいうべき府民の暮らしを支える施策が必要です。 

医療機関、福祉施設等光熱費緊急支援事業について、対象を院内保育所等にも幅広く支援いただくと

ともに、今回対象外となった京都市内の高齢者施設や障害者施設について、京都市内も同様に具体化され

るよう求めます。年末年始緊急生活支援事業については、昨年度よりも事態が一層厳しくなっているもと

で、昨年度同様に NPOやボランテイアなど幅広い府民のみなさんの自主的取り組みへの支援を求めます。 

原油価格・物価高騰等小規模事業緊急支援事業については、多数の申請にこたえるため予算を増額さ

れるものですが、品不足による納品の遅れ等にも対応できるよう、また新たな申請にもこたえられるよう

期日を延期して実施することを求めます。 

以上で討論を終わります。ご清聴ありがとうございました 
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＜議案採択結果＞ 

⚫ 知事提案議案 

議案 

件名 

議決 議決 賛否の状況 

番号 月日 結果 
共

産 

自

民 

府

民 

公

明 

維

新 

第 15号 
令和 3年度京都府病院事業会計資本金

の額の減少及び資本剰余金の処分の件 
11月 2日 

原案

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

第 16号 
令和 3年度京都府一般会計及び特別会

計歳入歳出決算を認定に付する件 
11月 2日 認定 × ○ ○ ○ ○ 

第 17号 
令和 3年度京都府電気事業会計決算を

認定に付する件 
11月 2日 認定 ○ ○ ○ ○ ○ 

第 18号 
令和 3年度京都府水道事業会計決算を

認定に付する件 
11月 2日 認定 × ○ ○ ○ ○ 

第 19号 
令和 3年度京都府病院事業会計決算を

認定に付する件 
11月 2日 認定 ○ ○ ○ ○ ○ 

第 20号 
令和 3年度京都府工業用水道事業会計

決算を認定に付する件 
11月 2日 認定 ○ ○ ○ ○ ○ 

第 21号 
令和 3年度京都府流域下水道事業会計

決算を認定に付する件 
11月 2日 認定 ○ ○ ○ ○ ○ 

第 26号 
令和４年度京都府一般会計補正予算

（第７号） 
11月 2日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ 

※他の議案については「府政報告 2175」に掲載 
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2022年 11月 10日 

2022年９月定例議会を終えて 
日本共産党京都府会議員団 

団長 原田 完 

 

９月 12 日に開会した９月定例議会は、京都府総合計画特別委員会、決算特別委員会をはさみ 11 月２

日に閉会した。 

今議会は、故安倍元首相の国葬の強行や、統一協会・勝共連合と自民党との癒着への国民的批判の広が

りに加え、コロナ禍と物価高、さらに 10月から実施された後期高齢者医療制度の窓口負担二倍化等、暮

らしと経済への大打撃への責任ある対応のなさに対する岸田政権への強い憤りや不信感が広がる中で開

催された。 

わが党議員団は、深刻となる府民の実態と切実な願いに寄り添い、調査し、見える化、共同の力で政治

を動かす立場から、公の役割を真正面から問うとともに、再選以降いっそう明確になった西脇府政の暴走

ともいえる、府民不在で国出先機関のように国施策を強引に府民に押し付ける姿勢と方針を厳しく批判

し、府民の立場から、そのゆがみの転換を求め運動と結んだ論戦を攻勢的に行った。 

 

１、９月 27日の故安倍元首相の「国葬」に際し、西脇知事が「先例にならう」として出席の意向を示し

たため、府議団は、政府が「地方自治体や教育委員会の協力は求めない」との閣議決定を行ない、地方

自治体に対する協力依頼文書も送られておらず、「参加」の表明は知事独自の判断のため「知事の参加

中止と府施設での半旗掲揚の撤回を求める」申し入れを行うとともに、代表質問でも追及した。ところ

が知事は「憲政史上最長の８年８カ月にわたり総理大臣の重責を務められたこと、各国で様々な形で国

全体を巻き込んでの敬意と弔意が示されていることなどを理由に実施を決定された国の判断は理解で

き妥当である」と答弁し、府民の批判の声に耳を貸さない姿勢を示した。国葬当日は、議会日程中の昼

休みに、堀川丸太町で議員団あげて「国葬反対」宣伝を行った。 

統一協会・勝共連合の問題は、1978 年の京都府知事選挙にも見られるように、京都がいわば焦点で

あったことに加え、二之湯前国家公安委員長をはじめ、府会議員も含め自民党との深い関係は徹底して

解明する必要がある。解散命令を視野に入れた取り組みを強めるものである。 

 

２、決算特別委員会に付託された７議案のうち、第 16号議案「令和３年度京都府一般会計及び特別会計

歳入歳出決算を認定に付する件」、第 18 号議案「令和３年度京都府水道事業会計決算を認定に付する

件」の２件に反対した。 

16 号議案「令和３年度京都府一般会計及び特別会計歳入歳出決算を認定に付する件」の反対の第一

の理由は、昨年度からの物価高騰に加え、異常な円安がさらに物価をおしあげ、府民の暮らし、中小事

業者の経営を深刻に圧迫しているもと、消費税減税の願いや運転資金・固定費等への直接支援など必要

な支援にこたえていないためである。 

代表質問で知事は、消費税の減税について「全世代型社会保障に必要」とし、知事総括質疑でインボ

イス中止について「制度の円滑な導入に向けて十分な周知や広報等の必要な支援を行うよう国に求め

てまいりたい」など、府民の悲鳴や実態に向き合わず、まるで国会答弁と同じ答弁を繰り返したことは、

知事の本質的姿勢を端的に示したものである。また、物価高・資材高騰等に苦しむ府内中小企業や事業

者に、固定費支援を求めるわが党の質問に対し、知事は「固定費支援など事業継続や雇用維持のベース

となる支援は国が担う」といともたやすく背を向けた。 

第二は、コロナ感染対応の医療体制について「原則入院できていない事態」を多数生んだことを改善

せず、医療・公衆衛生体制の抜本的な強化に取り組んでいないためである。知事は「入院が必要な患者

は入院いただいている」との答弁を繰り返してきたが、高齢者施設では施設に留め置かれ、その結果、

対応が遅れて死亡者が出るケースが多数起こった現実を全く踏まえないものである。しかも、府が確保

した臨時医療施設（入院待機ステーション）の病床の第 6波で一日 11人の受け入れにとどまり、さら

に借り上げた宿泊料用施設として運用したビジネスホテルは３施設合計で令和３年度 15.8％の稼働率

であった。決算審議では、これら経験と教訓を今後に生かす上で、６波及び７波の施設死亡者数等、実

態把握が必要であるにもかかわらず、まともに把握していないことが明らかとなった。 

第三は、子育て世帯の支援として教育費等負担軽減や、中小企業支援と一体の賃上げと雇用確保にま
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ともに取り組めていないためである。本府の合計特殊出生率は３年連続低下、京都市が２年連続全国一

人口が減少する都市となる中、一貫した経済的支援で、住み続けられる条件を整えることが必要である

にもかかわらず、知事は、中学校給食の実施と無償化について「学校給食法により実施、運営等は市町

村が担い、食材費である給食費は保護者負担」と答弁するなど、保護者の実態に寄り添わない姿勢を示

した。さらに、全国で約半数の府県で全額公費負担となっている、高校生のタブレット導入について、

世論に押されて一部負担は導入したものの、わずかにとどまった。 

第四は、府民の暮らしを支える施策を優先すべきときに、多額の財政負担が予想される大型開発の推

進を続け、府民の声を軽視する府政運営のためである。多大な財政負担に加え、環境破壊等、問題は山

積し、反対や批判の声が広がっているにもかかわらず、副知事が北陸新幹線建設促進大会に何度も参加

し、23年度着工を狙うなど、与党 PTに追随する姿勢を示していることは重大である。また北山エリア

の整備について、住民説明会を昨年 11月に実施して以来、いまだ実施せず、そればかりか、推進のた

めの「ニュースレター」を発行し、再開発に反対する意見を敵視するかのような内容を掲載するなど、

府民を分断していることも問題である。さらに、書面審査で、府立大学学生体育館の使用実績が明らか

となり、土日祝日入れて約 30日程度しか利用できないにもかかわらず、北山エリア整備手法等検討業

務においてスポーツイベント等 75 日間が示され、「学生利用前提」と答弁してきたことが脆くも崩れ

去った。 

第五は、まるで「国の出先機関」であるかのように公務の民間開放を国と一体に進め、自治体の役割

をゆがめているためである。水道事業について、「広域化ありきではない」と言いながら、今年度にも

市町の浄水場など廃止し、経営統合する広域化推進プランを強引に決めようとし、市町村からも異論が

上がっている。また、消防広域化についても、住民には全く知らせないまま、京都市以南の消防指令セ

ンターを京都府・市消防学校に設置しようとするなど具体的に進めている。 

第 18号議案「令和３年度京都府水道事業会計決算を認定に付する件」は、過大な需要予測にもとづ

く建設負担水量を市町におしつけ高い水道料金を生んでいることへの見直しをせず、さらに水道事業

の維持に広域化への道のみを示し続けているため反対した。 

なお、第３号議案「職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備等及び経過措置に関する条例制定の

件」について、地方公務員法の改正に伴うもので、給与水準が国水準どおり「60 歳以前の７割」とい

う点には大きな課題があり、引き続く改善を求めた。 

 

３、コロナ禍と物価高のもと、議員団は、開会直後の９月 13日に国政交渉を行い、各地でつかんだ深刻

な実態や切実な要求を届けるとともに、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を活用

した追加補正予算を速やかに実施するよう、京都府に迫った。また、10 月 12 日には、「いのちと暮ら

しを守る大運動」として、府議団作成の府民アンケートをスーパー前で集めるスタート宣伝を行うな

ど、深刻となる府民の暮らしの実態をつかみ、可視化する取り組みの先頭に立ってきた。さらに 10月

30 日には、議会中に「予算要求・府政報告懇談会」を開催し、議会論戦の特徴を報告するとともに、

幅広い団体や個人から、予算への要望をお聞きし、閉会本会議後に、知事に来年度予算要望書を提出し

た。 

こうした中、本議会にコロナ禍と物価高対策として、当初提案の第１号議案「令和 4 年度京都府一

般会計補正予算（第６号）」および最終本会議に提案された第 26号議案「令和４年度京都府一般会計補

正予算案（第７号）」について、それぞれ賛成した。同時に党議員団は、現在の事態が先行きの見通せ

ない「非常事態」であるとし、緊急対策と新自由主義の歪みを大本からただす立場から、具体的に提案

し実施を求めた。 

当初提案の補正予算には、中小零細企業や医療機関等への電気代など固定費支援は盛り込まれてい

ないことを指摘したが、最終本会議で、不十分ながら医療機関への電気代等固定費支援が実現すること

となった。 

一方、最終本会議で提案された、補正予算 96億円余のうち、半分が全国からの旅行支援となってお

り、「旅行支援より生活苦対策を」の声にこそ応えるべきである。 

また、「年末年始緊急生活支援事業」は、今回、社会福祉協議会が実施するため、予算化されないま

ま 12月を迎えることとなっており、昨年度同様に NPOやボランテイアなど幅広い府民のみなさんの自

主的取り組みへの支援の具体化を強く求めた。 

さらに、「原油価格・物価高騰等小規模事業緊急支援事業」は、多数の申請にこたえるため予算を増

額するものにとどまっており、品不足による納品の遅れ等への対応、新たな申請への対応等、期日を延
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期して実施することを求めた。 

 

４、西脇知事の強引な手法が、露骨に明らかになる中、府民の幅広い運動に応える論戦をしたのは、わが

党議員団しかないことが改めて浮き彫りとなった議会であった。 

ゼロゼロ融資利用が４万 7000件にのぼり、その返済や新たな資金需要にも応えられるように、制度

融資と別枠対応をするように提案し実現を求めた。また、府内農業経営者は 14181、５年前より 3835

減少、耕作面積は 18440ha、1212ha 減少（2020 年農業センサス）となり、米価下落、肥料高騰等によ

りさらなる離農や地域の維持ができない事態に対し、緊急に肥料高騰対策、米価下落対策を実施するこ

とを強く求めた 

こうした世論と運動のもと、子育て支援医療費助成制度について、拡充の方向が示されたことは重要

であるが、前回、老人医療費助成制度の改悪と一体に拡充されたことをふまえ、財政を口実に、今回も

さらなる改悪がされないよう、むしろ両方拡充することが必要である。 

本議会中に、府立文芸会館の存続を求める署名が 6500筆を超えて京都府に提出された。中には、無

名塾の仲代達矢さん、劇団民藝代表の奈良岡朋子さん、狂言師の茂山あきらさんなど著名な芸能関係者

も賛同されるなど、全国的にも注目がされるうねりが広がっている。貴重な府民共有の財産であり、北

山エリア再開発に乗じて、廃止をすることは断じて認められず、存続させるべきである。 

一方、「京都府総合計画特別委員会」が設置され、京都府総合計画の見直し（中間案）を審議したが、

同時並行で実施した中間案に対する府民からのパブリックコメントの締切を前に、策定検討委員会に

府民意見の反映していない最終案が示され、論議された上に、パブリックコメントの扱いについては

「座長一任」までとりつけるなど、府民の声を軽視した姿勢が府政運営全体にあらわれており、厳しく

監視・批判することが必要となっている。 

 

５、今議会には、消費税減税とインボイス実施中止を求める請願等 51件が寄せられたが、すべて他の会

派が反対し否決された。これで、「オール与党」は４年間に寄せられた請願 1904件全てに反対し、相変

わらずの時代遅れの態度をとり続けている。 

意見書については、わが会派から「旧統一協会・勝共連合と政治家との癒着究明・被害者救済を求め

る意見書」案を提案したが、これに対し、府民クラブ会派から対案が出されることになった。しかし、

内容はほぼ一致しており、本来共同提案すべきものである。これもいずれも自民・公明・維新が反対し

た。なお、府民クラブ意見書案にわが会派は賛成したが、わが会派提案の意見書案には反対の態度をと

った。 

また、自民・公明・府民クラブ提案の「エネルギー価格高騰による国民生活や事業活動への影響緩和

を求める意見書」には、「エネルギーの安定供給」を口実に、原子力を「不可欠な脱炭素エネルギー」

「将来にわたる選択肢として強化していく」とし、政府に追随し、府民の原発ゼロを求める願いに真っ

向から背くものである。もともと、この意見書案を発議したのは、府民クラブであり、わが党議員団は

「この意見書案を京都府議会として可決することは、府民の願いに背くことになる」として、原子力部

分の削除を求めるなど、最後まで成立されないよう働きかけたが、わが党以外のすべての議員の賛成で

可決することとなったことは、きわめて重大である。 

また、３会派提案の「女性デジタル人材育成の推進を求める意見書」は岸田政権がまとめた「女性デ

ジタル人材プラン」の実態は、人材不足の IT分野に、「柔軟な働き方を促す」などとして、臨時の労働

力として女性を確保しようとするもので反対した。 

わが党会派は、「消費税率の５％への減税とインボイス制度の実施中止を求める意見書」「マイナンバ

ーカードの利用拡大、取得義務化につながる『健康保険証の原則廃止』等の中止を求める意見書」「原

子力発電所の新増設などの新方針撤回を求める意見書」など国政の重要問題等について提案したが、い

ずれも「オール与党」が否決した。 

 

 先行きの見えない物価高やコロナ第８波の様相を呈してきており、年末年始の対策も含め、福祉の増進

をかかげる自治体本来の役割をいまほど京都府が発揮すべき時はない。そのためにも、党府議団として、

いっそう共同の力で政治を動かすために全力をあげるとともに、来春の統一地方選挙で、必ず勝利するた

めに力を尽くすものである。 

以上 

 


